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鳥羽駅周辺エリアの活性化に向けた推進体制
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鳥羽駅周辺APF

経済・観光

農林水産

まちづくり

主要観光施設

交通・インフラ

行政機関

その他（市民・有識者等）

助言・報告

目的：鳥羽駅周辺エリアの

再生に向けた事業を円滑か

つ持続的に推進し、将来ビ

ジョンの着実な実現を図る

PMO業務受託者

まちづくり基本計画
策定業務受託者

都市計画審議会

鳥羽駅周辺エリア再生関係
（担当：地域創生課）

鳥羽駅周辺エリア再生事業
プロジェクトチーム（市関係課）

鳥羽市長
（プロジェクトオーナー）

持続的まちづくり体制構
築支援業務受託者

立地適正化・都市再生関係
（担当：建設課）

地域公共交通会議

地域公共交通関係
（担当：定期船課）

個別プロジェクトA

個別プロジェクトB

個別プロジェクトC

鳥羽駅周辺エリア再生事業

・
・
・

事務局：地域連携主体（組成前：地域創生課）

諮問等 企画部会

作業
部会A 作業

部会B

必要に応じて設置
検討付託

反映

事業化
（必要に応じ）

（必要に応じ）

プロジェクト全体の総合調整

個別プロジェクトD
（民間事業） 事業化・

・
・

（必要に応じ）

庁内プロジェクト全体の調整を行う「鳥羽駅周辺エリア再生事業プロジェクトチーム」を継続するとともに、鳥羽駅関係事業の
円滑かつ持続的な推進とビジョンの着実な実現を図るため、関係団体から３０代～５０代を選出して構成する「鳥羽駅周辺エリ
アプラットフォーム」を設置し、官民一体となった推進体制を構築。



（参考）鳥羽駅周辺エリア再生ビジョンについて
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【目標年次・スケジュール】

○ 2050年の社会を展望しつつ、2040年を目標とする。

○ 市が定めるまちづくり関係計画等と整合を図りながら、 2025年度中にビジョンを策定。

○ 神宮式年遷宮がある2033年の一部開業を目指して、事業計画の設計・工事を進める予定。

※事業主な内容・予算等によって今後変更の可能性があります。表：事業スケジュール（想定）

【策定の目的】

○ 人口減少等の課題や今後予想される社会環境の変化を踏まえ、交通・観光・歴史文化の拠点で

ある鳥羽駅周辺エリアは地域内外の交流活動や経済活動の核として活性化が求められている。

○ 多様な主体による様々な取り組みとの連携・協働を通じ、鳥羽駅周辺エリアを更なる魅力・価

値であふれる場とするため、エリアの将来像を構築し、その実現に向けた取り組みを着実なもの

とする。

一部
開業



（参考）エリアプラットフォームとは（国土交通省）
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※出典：国交省資（ https://www.mlit.go.jp/toshi/file/useful/%E2%91%A42023_%E3%82%A8%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%97%E3%83%A9%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%83%A0.pdf）
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